
３ 組織体制



※職員数の検討に当たって
・職員数は、他都市等と比較を行う必要があるため、総務省が例年実施している地方公共団体定員管理調査の数値（H28年）を使用
・人口は、同様の理由から直近の国勢調査（H27年）の数字を基本としており、将来推計は反映していない
⇒各施策における法改正その他の状況変化等を踏まえつつ、設置準備期間中に、さらに精査予定

・なお、本文中に表記している職員数等は端数処理の影響で、合計数等において一致しない場合がある
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１ 組織体制のめざすべき方向性

広域機能を
大阪府に一元化

中核市並みの基礎自治機能を
担う特別区を設置

広
域
と
基
礎
の
役
割
分
担
を
徹
底

「
副
首
都
・
大
阪
」
に
ふ
さ
わ
し
い
新
た
な
大
都
市
制
度
の
実
現

官が担っている事業を民間が担うことにより、コスト削減と
サービス向上が期待できる事業は民間活力の活用を推進

そ
れ
ぞ
れ
の
機
能
を
フ
ル
に
発
揮
で
き
る

最
適
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
構
築
を
め
ざ
す

全国トップクラスのスリムな組織体制を維持しつつ、
一元化する広域機能を迅速かつ強力に推進できる
組織体制をめざす

地域ニーズに沿った身近なサービスを提供できる
効果的・効率的な組織体制をめざす

行政改革の取組み
取組み結果
を反映

官
民
の
役
割
分
担

を
徹
底

組織-１



２ 事務分担（案）に基づく組織・職員の移管

◆ 事務分担(案)に基づき、職員は「特別区」への配置を基本としつつ、「大阪府」と仕分けられた事務にかかる組織・職員
を大阪府に移管

大阪府

特別区

大阪府

⑩知事部局、行政委員会事務局等
学校、警察

事務分担（案）

一部、大阪府へ

一部、特別区へ

一
部
事
務
組
合

特別区へ
(経営形態見直し反映後）

特別区へ

＜現行（H28年度）＞ ＜特別区設置後のイメージ＞

大阪府へ

（民営化）

大阪府へ(経営形態見直し反映後）

（１） 移管の全体像

特別区へ

組織-２

大阪府へ
(経営形態見直し反映後）

大阪市

①市長部局等
（下記以外）

②一般廃棄物
③保育所

④公営企業（交通）

⑤-1公営企業（水道）

⑤-2弘済院

⑥学校園 （義務教育、幼稚園）

⑦学校園 （高等学校）

⑧消防

⑨下水道、博物館、環境科学研究所

特別区へ（経営形態見直し反映後）



◆ 事務分担（案）における移管先、また、組織の特性を反映して、特別区設置における組織体制を検討

大阪府 現員数（H28） 移管先 特別区設置に伴う組織体制の構築に向けた考え方

⑩知事部局、行政委員会事務局、
学校、警察 等

10人 特別区 移管する事務の従事人員を移管

83,380人 大阪府 一般行政部門：全国トップクラスのスリムな組織体制を継続

合計 83,390人

大阪市 現員数（H28） 移管先 特別区設置に伴う組織体制の構築に向けた考え方

①市長部局等
（下記以外）

11,170人 特別区
大阪府からの移管事務も含め、新たに設置する特別区の
組織体制（下記の経営形態見直し部門、学校園を除く）を検討

1,950人 大阪府 従事人員に広域一元化に伴う効率化を加味して、移管

②一般廃棄物
③保育所

1,930人
1,120人

特別区

経営形態の見直しに伴い、職員数が大幅に変動するため、
見直しを反映した職員数を移管

④公営企業（交通） 5,810人 (民営化)

⑤-1 公営企業（水道） 1,490人 大阪府

⑤-2 弘済院 110人 特別区

⑥学校園（義務教育・幼稚園） 1,960人 特別区 特別区設置時の職員数を移管
ただし、幼稚園は経営形態見直しを反映した職員数を移管⑦学校園（高等学校） 1,300人

大阪府
⑧消防 3,490人 特別区設置時の職員数を移管

⑨下水道、博物館、
環境科学研究所

1,280人
経営形態の見直しに伴い、職員数が大幅に変動するため、
見直しを反映した職員数を移管

合計 31,610人 上記の共通事項：技能労務職は特別区設置時の職員数を移管

※

組織－
４参照

（２） 組織体制の構築に向けた考え方

組織-３

※終了事務を除く現員数 1,930人

組織－
４参照



特別区設置当初

職員数
内訳

非技能労務職 技能労務職

① 特別区
４区計

11,040人 9,840人 1,190人

第一区 2,400人 2,130人 260人

第二区 2,840人 2,500人 330人

第三区 3,160人 2,840人 310人

第四区 2,640人 2,360人 280人

②一部事務組合 320人 270人 50人

総計 11,360人 10,120人 1,240人

③ 大阪府
(大阪市からの移管分)

1,750人 1,380人 360人

◆ 特別区設置当初の特別区・一部事務組合の職員数、大阪府への移管職員数の算定結果（経営形態の見直し部門、学校園を除く）

市長部局等

内訳

非技能労務職 技能労務職

13,100人

うち府への
移管にかかる
現員数

1,930人

11,200人

1,500人

1,900人

430人

Ⅱ
大
阪
府

知事部局等

特別区への
移管職員数

10人

非技能労務職 技能労務職

10人 ０人

現員数 H28年度

Ⅰ

大
阪
市

うち府への
移管控除後
11,170人

9,700人 1,470人

H34年度と仮定

※特別区設置以降の職員数は、特別区長のマネジメントによって管理するため、
相当の幅が生じることもある

３ 特別区設置当初の職員数 ～総括表～

試案Ｂ（４区Ｂ案）

組織-４



現在の大阪市

270万人の市民に対して、
基礎自治体としての事務と
広域的な事務を合わせて実施

視点

自治体の人口と職員数には高い相
関性がみられることから人口規模に
応じた職員数を算定

中核市をベース

組-５

広域・基礎の
役割分担を
徹底

都道府県・指定都市権限事務

広域・基礎を一体実施

特別区

参考とする中核市

大阪都市圏にあり、人口規模や
人口密度が高い近隣中核市６
市（豊中、高槻、枚方、東大阪、
尼崎、西宮）を選定

体制整備の考え方

実施する事務を個
別に加味して設計

大阪市
の特性
を反映

実在する中核市を
参考に設計

中核市モデル

より住民に身近な基礎自治体として、中核市並
みの権限を基本に住民サービスを提供

特別区ごとに自立した
新たな自治体として設計する必要

特別区の権限 中核市モデル

３ 特別区設置当初の職員数 ～特別区の基本的な考え方～

（１） 非技能労務職

（２） 技能労務職 事務分担（案）に応じて、特別区設置時点の職員数を特別区・大阪府に移管（退職不補充により算出）

組織-５



◆ 職員数算定にあたっての基本原理（人口と職員数の相関関係）

○ 人口は行政における代表的な統計数値であり、住民にとっても行政需要と職員数の関連を
実感しやすく、分かりやすい指標

○ 自治体の職員総数と人口との間には、高い相関関係がみられる

職員総数と人口について、一般的に高い
相関関係があるといわれるレベルの分布

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

200,000 250,000 300,000 350,000 400,000 450,000 500,000 550,000 600,000 650,000

職
員
数
（
人
）

人口（人）

人口規模と職員数の相関関係（中核市47市）

職員数：総務省定員管理調査
（Ｈ28年4月1日）

人口：Ｈ27年国勢調査

①人口が多いと自治体の職員数も多い

②単純比例ではなく、人口規模に従い、
スケールメリットが働く

（一般行政部門と学校以外の教育部門の合計）

◇：参考とした近隣中核市６市

３ 特別区設置当初の職員数 ～特別区の基本的な考え方～
組織-６



（Ⅰ）中核市モデル部分

①近隣の中核市６市の人口10万人当たり職員数の
平均に、各特別区の人口を乗じて職員数を算定

②6市平均人口（43万人）と各特別区の人口規
模の違いによる補正（ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄ･ﾃﾞﾒﾘｯﾄ）を加味

③固定資産税等の税務事務など、中核市権限事務
のうち大阪府に移管される事務等に係る職員数を控除

６市平均
人口10万
人当たり
職員数

各特別区の人口規模に応じて算定

中核市モデル部分
職員数

中核市を上回る権限や
本市の特性を加算

特別区の職員数

② ＜部門別職員数＞
本市の組織別構成比で按分

３ 特別区設置当初の職員数 ～特別区の職員数＜算定方法＞～

各
特別区
の人口

（Ⅱ）中核市権限を上回る事務・
本市の特性を加算

特別区が実施する中核市権限を上回る
都道府県・指定都市権限の事務及び府か
らの移管事務を加算
さらに、生活保護などの大阪市の特性を
踏まえた要素を反映

都道府県
指定都市
権限事務

① 一部事務組合に係る職員数を控除

（Ⅲ）職員数
（Ⅰ＋Ⅱ）

①一部事務組合で実施する事務に
かかる職員数を特別区の職員数
から控除

②人口規模に基づく
補正を加味

③中核市権限のうち大阪府
への移管職員数等を控除

本市の特性を
踏まえた要素 ①

⇒組織―９参照

職員数

◆特別区が担う事務（権限）に応じて職員数（非技能労務職）を算定

①

②部門別職員数の算定
本市の組織別現員数の構成比
率で按分することで、本市の特性
を反映

府からの
移管事務

組織-７



組織－１７ 参照

人口
（Ⅰ）

中核市モデル部分
職員数

（Ⅱ）
中核市を上回る権限
・本市の特性を加算

（Ⅲ）職員数

①
一部事務組合
職員数を控除

職員数
（Ⅰ＋Ⅱ−①）

第一区 60万人 1,950人 250人 ▲60人 2,130人

第二区 75万人 2,370人 210人 ▲80人 2,500人

第三区 71万人 2,260人 650人 ▲70人 2,840人

第四区 64万人 2,060人 370人 ▲60人 2,360人

特別区
４区計

269万人 8,640人 1,470人 ▲270人 9,840人

３ 特別区設置当初の職員数 ～特別区の職員数＜算定結果＞～
組織-８

試案Ｂ（４区Ｂ案）



項 目 考 え 方

中核市モデルに加算する職員数
（組織ー７（Ⅱ）の内訳）

試案B（４区Ｂ案）

都道府県、指定都市
権限の事務

○特別区が担う中核市権限を上回る事務に係る従事人員について、現行
大阪市で従事している職員数を加算

（例）身体障がい者更生相談所・知的障がい者更生相談所の設置・運営 等

+100人

府から移管される事務
○現在大阪府において実施している事務のうち、特別区が担うこととされた事
務に係る従事人員について、現行大阪府で従事している職員数を加算

（例）旅券発給事務 等

+10人

児童相談所

○近隣中核市において設置していない児童相談所について、特別区で設置
するため、運営等に係る職員数を加算

○従事人員については、改正児童福祉法の基準や、一時保護所（現在２
か所→各特別区）の設置を踏まえて算定

※全ての特別区に設置した場合の人員を特別区設置時に加算

+350人

教育委員会事務局
の学校関連事務

○中核市権限を上回る事務である教職員人事事務に係る従事人員につい
て、大阪市と類似する指定都市（横浜、名古屋、京都、神戸、福岡の５
市）における従事人員を参考に算定し、加算

○学校の管理運営等に係る人員について、近隣中核市よりも人口に対する
学校数の割合が多い現状を踏まえ、加算

+70人

保健所・保健センター

○保健所業務に係る従事人員について、近隣中核市よりも保健所の事業
規模が大きい現状を踏まえ、加算

○と畜検査業務等に係る人員について、指定都市（５市）における従事人
員等を参考に算定し、加算

+100人

生活保護に係る事務 ○近隣中核市よりも被保護実世帯数が多い現状を踏まえ、加算 +840人

◆ 特別区が担う事務のうち、中核市権限を上回る事務や大阪市の特性を反映するために必要な職員数を中核市モデルに加算

３ 特別区設置当初の職員数 ～中核市権限を上回る事務や大阪市の特性の加算～

組織-９



（Ⅰ）大阪市から大阪府へ移管される事務に係る職員数

事務分担（案）における大阪府への移管事務の従事人員をベースに、広域機能の一元化を
踏まえ、一定の効率化を図った上で移管 （重複部門や類似業務などで効率化）

（Ⅱ）大阪府から特別区へ移管される事務に係る職員数

事務分担（案）における特別区への移管事務の従事人員をベースに移管

大阪府大阪市

大阪府への移管
事務の従事人員
1,500人

大阪府への
移管職員数
1,380人

（Ⅰ）

効率化
▲120

特別区への移管
事務の従事人員

10人

特別区

特別区への
移管職員数
10人

※ 上記は非技能労務職の人数。技能労務職については、退職不補充を踏まえ、(Ⅰ)360人を移管

組-９

（Ⅱ）

３ 特別区設置当初の職員数 ～大阪市から大阪府、大阪府から特別区への移管職員数～
組織-１０



（会計
管理者）

各 委 員 会 事 務 局

市 会
消 防 局

交 通 局

水 道 局

区 役 所 （２４か所）

公選区長・区議会のもと、住民に身近な行政サービスを総合的に提供できるよう、
必要な組織体制を構築

（注）具体的な組織体制、分担事務は、特別区長のマネジメントによる
（下記の記載はあくまでイメージ）

地域自治区事務所

市長

副 市 長

（秘書、政策企画、行政改革、広報・報道、情報公開等）

（防災・危機管理、被災地支援等）

（地域振興・区民協働、住民基本台帳、人権・男女共同参画等）

その他の行政委員会事務局

教 育 委 員 会 事 務 局

会 計 室

政 策 企 画 部

危 機 管 理 室

総 務 部

財 務 部

区 民 部

福 祉 部

健 康 部

こ ど も 部

都 市 整 備 部

産 業 文 化 部

建 設 部

環 境 部

特
別
区
長

（予算・決算、財源、議会、税制・課税・納税、契約、管財、用地等）

（出納・審査等）

（教職員人事、小・中学校教育、文化財保護、図書館等）

（選挙管理委員会、公平委員会、監査委員等）

※監査委員事務局は共同設置

（住民票等の発行、国民健康保険等の窓口サービス、
保健福祉センター、地域活動支援等）

現行の行政区単位に
地域自治区事務所を設置

｜

市会事務局

副区長

（会計
管理者）

区 議 会
｜

議会事務局

（住民票等の発行、国民健康保険等の窓口サービス、
保健福祉センター、地域活動支援等）

４ 特別区の組織イメージ ～組織図～

（総務、庁舎管理、文書、統計、人事・給与・厚生等）

（地域の中小企業支援、商店街振興、文化・スポーツ等）

（地域福祉、生活保護、障がい者・高齢者福祉、国民健康保険等）

（保健事業・健康増進、感染症対策、食品衛生、保健所等）

（子育て支援・待機児童対策、青少年企画、こども育成、児童相談所事務等）

（環境監視規制、産業廃棄物処理規制、ごみ減量化等）

（都市計画・区画整理、住宅政策、公営住宅、建築指導等）

（道路・橋りょう、交通対策、自転車対策、河川管理、公園管理等）

市 政 改 革 室

副 首 都 推 進 局

経 済 戦 略 局

総 務 局

市 民 局

財 政 局

契 約 管 財 局

都 市 計 画 局

人 事 室

政 策 企 画 室

危 機 管 理 監

福 祉 局

健 康 局

こ ど も 青 少 年 局

環 境 局

都 市 整 備 局

建 設 局

港 湾 局

会 計 室

I C T 戦 略 室

組織-１１

大阪市 （H2９年４月）

Ｉ Ｒ 推 進 局



◆ 特別区設置当初の職員数について、大阪市の特性を反映するために現在の組織別現員数構成比で配分
※詳細な配置については、設置準備期間中に精査

組-１１４ 特別区の組織イメージ ～部局別職員数～

部局・部門 第一区 第二区 第三区 第四区 特別区４区計

危機管理室 10 20 20 10 60

政策企画部 40 50 50 40 190

総務部 60 70 70 60 260

財務部 220 260 260 230 970

区民部 50 60 60 50 210

産業文化部 60 70 70 60 260

福祉部 110 130 130 110 480

健康部 130 150 160 140 580

こども部 130 150 150 150 580

環境部 70 90 90 80 320

都市整備部 210 250 250 230 940

建設部 170 200 210 180 770

会計室 10 10 10 10 40

教育委員会事務局 150 180 180 160 670

その他の行政委員会事務局 20 20 20 20 80

議会事務局 10 10 10 10 50

地域自治区事務所 680 790 1,120 810 3,400

非技能労務職 小計 2,130 2,500 2,840 2,360 9,840

技能労務職（特別区設置当初時点） 260 330 310 280 1,190

総 計 2,400 2,840 3,160 2,640 11,040

組織-１２

試案Ｂ（４区Ｂ案）



＜職員数の考え方＞

５ 一部事務組合の組織体制

部門 事務内容 職員数

福祉部門

①介護保険事業（特別会計）

※窓口サービスについては、特別区（地域自治区事務所）において実施

②福祉施設

＜直営施設＞阿武山学園、長谷川羽曳野学園

＜指定管理施設＞弘済みらい園、弘済のぞみ園 等

③民間の児童養護施設・生活保護施設の認可・利用調整等

１００

市民利用施設等部門

①市民利用施設

＜指定管理施設＞こども文化センター、青少年センター 等

②動物管理センター

③斎場・霊園

２０

情報システム管理部門 住民情報系システム等 １００

総務・財産管理部門
①総 務 部 門 ：総務、会計、監査事務
②財産管理部門：処分検討地等 ６０

非技能労務職 小計 ２７０

技能労務職（特別区設置当初時点） ５０

総 計 ３２０

※ 各部門における詳細な配置については、一部事務組合と各特別区との協議により決定
※ 上記は経営形態見直し部門を除く部門の職員数。弘済院については、経営形態見直しを反映した職員数を配置

組合議会

組合
管理者

事務分担（案）で、一部事務組合に仕分けられた事務に従事する職員数を一部事務組合に配置
（総務部門については、全国の一部事務組合における総務部門の割合から算出）

組織-１３
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大阪府 （H2９年４月） 大阪府 （特別区設置時）

副 首 都 推 進 局

政 策 企 画 部

危 機 管 理 監

総 務 部

財 務 部

府 民 文 化 部

福 祉 部

健 康 医 療 部

商 工 労 働 部

環 境 農 林 水 産 部

都 市 整 備 部

住 宅 ま ち づ く り 部

教 育 庁

そ の 他 の 行 政 委 員 会 事 務 局

教 育 庁

（特別区との連携、大阪府・特別区協議会（仮称）等）

（防災関係機関との連絡・調整、危機管理に係る

調査及び研究等）

（固定資産税、法人市町村民税等事務の移管）

（観光、文化、スポーツ振興等の一元化）

（ＩＲ推進の一元化）

（高齢者福祉専門研修の一元化）

（消防事務の管理）

そ の 他 の 行 政 委 員 会 事 務 局

≪大阪市から大阪府への
主な移管事務≫

○成長戦略

○税務（固定資産税等）

○観光、文化、スポーツ振興

○成長分野の企業支援

○広域的な交通基盤の整備

○港湾

○消防

○水道

○高等学校

現在の大阪府の組織と
移管された組織・人員を
統合し、必要な組織体制を
整備

６ 大阪府の組織イメージ

◆一元化する広域機能を迅速かつ強力に推進できる組織体制を構築

（注）具体的な組織体制、分担事務は、知事のマネジメントによる
（下記の記載はあくまでイメージ）

（会計
管理者）

（広域インフラ等の一元化）

（港湾等の一元化）

（グランドデザイン関連等の一元化）

知
事

副
知
事

府議会
｜

議会事務局

府議会
｜

議会事務局

知
事

副
知
事

会 計 局

組織-１４

特 別 区 連 携 局

政 策 企 画 局

危 機 管 理 局

総 務 局

財 務 局

府 民 文 化 局

福 祉 局

健 康 医 療 局

商 工 労 働 局

環 境 農 林 水 産 局

都 市 整 備 局

住 宅 ま ち づ く り 局

会 計 局

消 防 庁

港 湾 局

Ｉ Ｒ 推 進 局

（住民基本台帳事務等にかかる市区町村との

連絡調整）

（成長戦略等の一元化）

（精神保健福祉センターの一元化）

（成長分野の企業支援等の一元化）

（エネルギー政策等の一元化）

（高等学校等の一元化）

Ｉ Ｒ 推 進 局

水 道 局 （水道事業の運営）

（会計
管理者）



７ 組織体制の整備に向けた職員の採用

 特別区の組織体制整備のため増員が必要

 大阪府への移管については、広域一元化に伴う効率化減を加味

採用増必要数

特別区設置に伴う
採用増必要数

毎年度の退職補充に
加えて、体制整備分の
採用増が必要

組織-１５

Ｈ28時点
11,210人

特別区
職員数
＋

大阪府への
移管職員数
11,620人

体制整備増
330人

現員数
（特別区設置時見込み）

職員数

大阪府移管時の
効率化減反映後

大阪府への移管で効率化による削減▲１２０人

採用増必要数
210人

職員数

特別区
職員数
＋

大阪府への
移管職員数11,290人

採用方針

設置準備期間中に
計画的に対応

◆設置準備期間中に段階的に採用
特別区・大阪府への移管職員数の比率に応じて、大阪市・大阪府で
採用し、設置準備期間中の準備業務に対応

◆技術職・専門職の必要数
現行の職種別構成比が大阪市の特性を反映していることから、職種別
構成比を参考に、各職種の必要数を精査し、計画的に採用

 設置当初に向け
必要職員数を確保

 円滑な特別区設置
を推進

特別区設置までにおける
児童相談所の増設（現
在２か所→３か所）と、
児童福祉法改正に伴う
職員増を考慮

試案Ｂ（４区Ｂ案）



８ 特別区設置に伴う職員数の推移見込み ～イメージ ＜試案Ｂ（４区Ｂ案）＞～

◆ 特別区・一部事務組合の職員数、大阪府への移管職員数の推移（経営形態見直し部門、学校園、消防を除く）

【大阪市】

※技能労務職 ：退職不補充により、職員数を試算したもの

組織-１６

※大阪府から特別区へ移管される職員10人（全て非技能労務職）を含む

大 阪 府

《特別区分》 計11,180人

非技能労務職
9,710人

非技能労務職
10,120人

平成28年度現員数に
事務分担（案）を反映

特別区設置当初

体制整備による
増員

特 別 区 ※一部事務組合含む

平成28年度
特別区設置当初

非技能労務職
1,380人

非技能労務職
1,500人

平成28年度現員数に
事務分担（案）を反映

《大阪府分》 計1,930人

非技能労務職
11,210人 効率化による

減員

10年後（見込み）

非技能労務職
1,380人

非技能労務職
10,120人

10年後（見込み）

技能労務職
1,240人

技能労務職
600人

技能労務職 360人 技能労務職 170人

技能労務職
1,900人

技能労務職
1,470人

技能労務職
430人

計13,110人

計11,360人
計10,710人

計1,750人
計1,560人



◆特別区の担う権限のうち中核市をベースとする部分は、実在する中核市（近隣６市）を参考に算出
◆中核市を上回る権限部分は実施する事務を個別に加味し、さらに本市の特性を踏まえた要素を反映

× × × ×

② 各特別区の人口 595,912 749,303 709,516 636,454

③ 人口規模に基づく補正率 95% 92% 93% 94%

④
(①×②×③)

中核市モデル 2,060 2,520 2,400 2,180

⑤
固定資産税など中核市権限の
うち広域移管にかかる職員数等

▲110 ▲140 ▲130 ▲120

Ａ(④+⑤) 中核市モデル職員数 1,950 2,370 2,260 2,060

+ + + +

⑥

府から移管
中核市を上回る権限

本市の特性

5未満
20
220

５未満
30
180

５未満
30
620

5未満
20
340

Ｂ(⑥) 中核市モデルへの加算数 250 210 650 370

＝ ＝ ＝ ＝

Ａ+Ｂ

一部事務組合で実施
する職員数

▲60 ▲80 ▲70 ▲60

職員数合計 2,130 2,500 2,840 2,360

（参考） 特別区 職員数算定の詳細（非技能労務職）

組織-１７

試案B（４区B案）

364.5

第一区 第四区第三区第二区

① 人口10万人当たり職員数
（６市平均） ※

算

定

の

な

が

れ

※ 経営形態見直し部門、学校園等を除く職員数から算出

（単位：人）


